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本冊子の使い方 

労働者派遣事業に係る手続きの流れ 
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・本冊子では、問合せが多い項目や注意が必要な取扱いについて、必要な書類や留意事項を
まとめています。 

 
・詳細内容については、対応する番号を確認してください。 
 
・ページ内の「★」は法定事項、「☆」は該当する場合に記載が必要な事項を表しています。 
 
・詳細内容については、各ページ記載の参考条文を必ずご確認ください。 
 ※法：労働者派遣法、規則：労働者派遣法施行規則、 
元指針：派遣元指針、先指針：派遣先指針、 

  要領：労働者派遣事業取扱要領、マニュアル：許可更新等手続マニュアル 
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そのほか派遣事業に関する主な書類 

離職後１年以内の労働者の派遣受入禁止に該当する場合の派遣元への通知 ⑮ 
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①  

【参考条文】法第 23 条第 5 項／規則第 18 条の 2／元指針第 2 の 16／要領第４の４／ 
マニュアル P.58,219 

マージン率等に係る情報提供（ホームページ等への掲載） 
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①  マージン率等に係る情報提供（人材サービス総合サイトへの掲載） 
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【参考条文】法第 31 条の２第１項／規則第 25 条の 14／要領第６の 10／マニュアル P.45 

②  

株式会社 労働○○ 東北支社

　◇労働、社会保険の加入について
　　　雇用保険は、週の所定労働時間が20時間以上あり、かつ、31日以上の雇用
　　　見込みがある場合は、加入します。
　　　健康・厚生年金保険は、正規で働く社員のおおむね3/4以上の労働時間で、
　　　雇用契約期間が２か月を超える場合は、加入します。
　　　※制度を説明する。予定している派遣先がある場合は、上記に加えて加入の有無の明示が必要となる。

待遇に関する事項等の説明（派遣で働く皆様へ）

●事業運営に関する事項

　【会社概要】

●待遇に関する事項
　◇あなたを派遣労働者として雇用した場合の賃金見込み額
　　　月額 180,000円 ～ 250,000円
　　　　　※本人の能力・経験・職歴・保有資格等を考慮し、雇用した場合の賃金見込み額。幅を持たせてよい。
　◇想定される就業条件等について
　　　就業場所：山形市　就業日：月～金　就業時間：９時～18時
　　　福利厚生：食堂、休憩室、更衣室の利用可
　　　※その時点で説明可能な事項について説明する。

社　名 株式会社 労働○○ 従業員数 30名

設立日 平成17年10月1日 国内営業所 ３カ所

所在地 東京都港区○-○-○ 連結子会社 株式会社 勤労○○

資本金 1,000万円 取引銀行 △△銀行

売上高 35億円 事業内容 労働者派遣、職業紹介等

経常利益 500万円 その他

賃金支給
一人当たりの

平均実施時間

※「別添、会社パンフレットによる」と記載し、会社パンフレットを使用することも可能。

●労働者派遣制度の概要
別添「派遣で働くときに特に知っておきたいこと(制度の概要)」をご覧ください。
　　※事業主独自のパンフレットを使用することも可能ですが、労働契約申し込みみなし制度の内容を含む派遣労働者の
　　　保護に関する規程について、十分な説明が必要です。厚生労働省からダウンロードしたパンフレットの使用も可能。

●キャリアアップ措置

　【教育訓練内容】

訓練の内容 対象者 方法 実施主体 費用負担

OJT 弊社 無償 有給

　キャリアコンサルティング相談窓口 派遣事業運営係 TEL:023-○○○-○○○

8時間

３年目の派遣労働者

4時間

１年以上の雇用見込みの者

新規採用者訓練

○○○訓練

▲▲▲訓練

×××訓練

未経験者の新規採用者

２年目の派遣労働者 OJT

8時間

OFF-JT ㈱■■ 無償 有給 8時間

弊社 無償 有給

OFF-JT ㈱△△ 無償 有給

待遇に関する事項等の説明（派遣労働者として雇用しようとするとき） 
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③ 

【参考条文】法第 26 条第４項・第５項・第 35 条の２・第 40 条の２第１項・ 
第 40 条の２第２項・第 40 条の３／規則第 24 条の２・第 32 条の４・第 33 条・ 
第 33 条の２／先指針第２の 14／要領第５の２(2)・第６の 16・第７の５・ 
第７の７／マニュアル P.35,52,62 

抵触日の通知 
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④ 

【参考条文】法第 26 条第７項・第９項／規則第 24 条の３・第 24 条の４／先指針第２の９／ 
      要領第５の２(3)・第６の４・第７の４／マニュアル P.36,62 

待遇等に関する情報提供（労使協定方式） 
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⑤ 

【参考条文】法第 26 条第７項・第８項・第９項／規則第 24 条の３・第 24 条の４・第 24 条の５／ 
要領第５の２(3)・第６の４・第７の４／マニュアル P.36,62 

比較対象者の待遇等に関する情報提供（派遣先均等・均衡方式） 
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⑤ 比較対象者の待遇等に関する情報提供（派遣先均等・均衡方式） 
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⑤ 比較対象者の待遇等に関する情報提供（派遣先均等・均衡方式） 
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⑤ 比較対象者の待遇等に関する情報提供（派遣先均等・均衡方式） 
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⑤ 比較対象者の待遇等に関する情報提供（派遣先均等・均衡方式） 
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⑥ 

【参考条文】法第 26 条第１項・第３項／規則第 21 条・第 21 条の２・第 22 条・第 22 条の２／ 
元指針第２の１・第２の２／要領第５・第７の２／マニュアル P.33 

労働者派遣（個別）契約書 
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⑥ 労働者派遣（個別）契約書 
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⑦ 

【参考条文】法第 31 条の２第２項・第 32 条第１項・第 34 条の２／規則第 25 条の 16・ 
第 25 条の 17・第 25 条の 18・第 26 条の３第１項・第３項／要領第６の 10・ 
第６の 14／マニュアル P.46,51 

　労働者派遣に関する料金

　　　　日額 13,314円　（８時間 全業務平均）
　　　　　　　　　※当該労働者の派遣料金の額 または 事業所平均の額を明示する。「日額」「時間額」等は必須。
　　　　　　　　　※この明示書に盛り込まず、別の書面で明示することも可能。

令和7年3月20日

南野　誰其　　様

雇い入れようとするときの明示
（法第31条の２第２項、第32条第１項、第34条の２）

事業所名

　派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項
　
　（１）苦情の申し出先・処理方法・連携体制
　　　　派遣先：（部署）（役職）（氏名）（連絡先）
　　　　派遣元：営業係長　△△　△△　TEL023-○○○-○○○　内線○○○
　（２）苦情処理方法
　　　①派遣先における(１)記載の者が苦情の申し出を受けた時は、直ちに派遣先
　　　　責任者へ連絡し当該派遣先責任者が中心となり誠意を持って遅滞なく当該
　　　　苦情処理の適切かつ迅速な処理を図り、その結果について必ず派遣労働者
　　　　に通知します。
　　　②派遣元における(１)記載の者が苦情の申し出を受けた時は、直ちに派遣元
　　　　責任者へ連絡し当該派遣先責任者が中心となり誠意を持って遅滞なく当該
　　　　苦情処理の適切かつ迅速な処理を図り、その結果について必ず派遣労働者
　　　　に通知します。
　　　③派遣先及び派遣元は、自らでその解決が容易であり即日に処理した苦情の
　　　　他は、相互に遅滞なく通知するとともに、密接に連絡調整を行いつつ、
　　　　その解決を図ることとする。

派00-000000許可番号

株式会社 労働○○ 東北支社

以下の待遇で派遣労働者として雇い入れます。

　協定対象労働者であるか否か
　
　　■協定対象労働者である　(当該協定の有効期間の終了日：令和８年３月31日)
　　□協定対象労働者ではない
　　　　　　※協定対象労働者である場合は、明示時点で有効な労使協定の有効期間の終了日も明示すること。

　昇給・賞与・退職手当の有無
　
　　・昇　給　：　有　　　　　　　　　　　　　　　　　無
　　　　　　※契約更新時の賃金改定は含まない。あくまで「昇給」の有無であり、「賃金改定」の有無ではない。
　　・賞　与　：　有　ただし、業績により支給されない場合あり　　 無

　　　　　　※定時または臨時に支給されるもので、支給額があらかじめ確定されていないもの。
　　・退職手当：　有　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　　　　※支給条件が明確で退職により支給されるもの。一時金か年金かは問わない。

待遇に関する事項等の明示（派遣労働者として雇い入れようとするとき） 
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⑧ 

【参考条文】法第 34 条・第 34 条の２／規則第 26 条・第 26 条の２・第 26 条の 3／ 
元指針第２の 6／要領第６の 13・第６の 14／マニュアル P.49,51 

就業条件の明示 
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⑧

b 

就業条件の明示 
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⑨ 

以下の条件で派遣労働者を行います。

　協定対象労働者であるか否か
　
　　■協定対象労働者である　(当該協定の有効期間の終了日：令和８年３月31日)
　　□協定対象労働者ではない
　　　　　　※協定対象労働者である場合は、明示時点で有効な労使協定の有効期間の終了日も明示すること。

※労使協定方式の場合 令和7年3月20日

南野　誰其　　様

労働者派遣をしようとするときの明示
（法第31条の２第３項）

事業所名

派00-000000許可番号

株式会社 労働○○ 東北支社

【参考条文】法第 31 条の２第３項／規則第 25 条の 18・第 25 条の 19・第 25 条の 20／ 
要領第６の 10／マニュアル P.47 

待遇に関する事項等の明示（派遣しようとするとき：労使協定方式） 
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⑨

b 

　昇給・賞与・退職手当の有無
　
　　・昇　給　：　有　　　　　　　　　　　　　　　　　無
　　　　　　※契約更新時の賃金改定は含まない。あくまで「昇給」の有無であり、「賃金改定」の有無ではない。
　　・賞　与　：　有　ただし、業績により支払わない場合あり　　　 無

　　　　　　※定時または臨時に支給されるもので、支給額があらかじめ確定されていないもの。
　　・退職手当：　有　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　　　　※支給条件が明確で退職により支給されるもの。一時金か年金かは問わない。

令和7年3月20日

労働者派遣をしようとするときの明示
（法第31条の２第３項）

※派遣先均等・均衡方式の場合

南野　誰其　　様
株式会社 労働○○ 東北支社事業所名

派00-000000許可番号

以下の条件で派遣労働者を行います。

　協定対象労働者であるか否か
　
　　□協定対象労働者である　(当該協定の有効期間の終了日：令和　年　月　日)
　　■協定対象労働者ではない

　賃金(退職手当及び臨時に支払われる賃金を除く)の決定、計算及び支払の
方法、賃金の締切り及び支払い時期に関する事項

１．基本賃金

　休暇に関する事項

１．年次有給休暇　６か月継続勤務した場合 10日
　　　　　　　　　継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有・無）　３か月経過で５日
　　　　　　　　　時間単位年休（有・無）
２．代替休暇（有・無）
３．その他の休暇　有給（忌引き休暇）　無給（子の看護休暇）

　イ（通勤手当 月額40,000円迄／計算方法：距離に応じ支給)

　ロ（　　手当　　 　　　円　／計算方法：　          　）

イ 月給(       円)、ロ 日給(       円)

ハ 時間給(1,060円)

ニ 出来高給(基本単価   円、補償給 　円)

ホ その他（      円）

ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等

 ４．賃金締切日　毎月月末

 ５．賃金支払日　翌月25日

 ６．賃金の支払方法　銀行振込

３．所定時間外、休日又は深夜労働に対して
　　支払われる割増賃金率

２．諸手当の額又は計算方法

　イ　所定時間外、法定超　月60時間以内( 25 )％

　　　　　　　　　　　　　月60時間超　( 50 )％

　　　　　　　　　所定超　（ 25 ）％

　ロ　休日　法定休日( 35 )％、法定外休日( 25 )％

　ハ　深夜( 25 )％

【参考条文】】法第 31 条の２第３項／規則第 25 条の 18・第 25 条の 19・第 25 条の 20／ 
要領第６の 10／マニュアル P.47 

待遇に関する事項等の説明（派遣しようとするとき：派遣先均等・均衡方式） 
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⑩ 

【参考条文】法第 35 条／規則第 27 条・第 27 条の２・第 28 条／要領第６の 15／マニュアル P.51 

派遣先への通知 
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⑪ 

【参考条文】法第 37 条／規則第 30 条・第 30 条の２・第 31 条・第 32 条／要領第６の 20／ 
マニュアル P.56 

派遣元管理台帳 
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⑪ 派遣元管理台帳 
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⑫ 

【参考条文】法第 42 条／規則第 35 条・第 35 条の２・第 36 条・第 37 条／要領第７の 13／ 
マニュアル P.66 

派遣先管理台帳 
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⑫ 

【参考条文】法第 42 条、規則第 35 条・第 35 条の２・第 38 条、要領第７の 13、 
マニュアル P.66 

派遣先管理台帳 派遣元への通知 

【参考条文】法第 42 条／規則第 38 条／要領第７の 13／マニュアル P.67 
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⑫ 派遣先管理台帳 苦情相談等記録簿 
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⑬ 

【参考条文】法第 40 条の２第３項・第４項／規則第 33 条の３第１項・第 33 条の３第２項・ 
第 33 条の５／先指針第２の 15／要領第７の５／マニュアル P.63 

派遣可能期間の延長 過半数労働組合等への通知 
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⑬ 

【参考条文】法第 40 条の２第４項・第５項・第６項／規則第 33 条の３第３項・ 
第 33 条の４第１項・第 33 条の４第２項／先指針第２の 15／要領第７の５／ 
マニュアル P.63 

派遣可能期間の延長 過半数労働組合等からの意見聴取 
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⑬ 

【参考条文】規則第 33 条の３第４項・第 33 条の４第３項／先指針第２の 15／要領第７の５ 

派遣可能期間の延長 労働者への周知 
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⑭ 

【参考条文】法第 40 条の２第７項・第 34 条第２項／規則第 33 条の６／要領第５の２(２)・ 
第６の 13(4)・第７の５(5)／マニュアル P.63 

派遣可能期間を延長した通知 
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⑮ 

【参考条文】法第 40 条の９・第 35 条の５／規則第 33 条の 10／要領第６の 18・第７の 11／ 
マニュアル P.54,65 

 

令和７年３月 25 日 

 

 

（派遣元事業所名） 

株式会社労働○○ 東北支社 代表者 殿 

（派遣先事業所名） 

山形□□株式会社 山形支店 代表者 

 

 

労働者派遣法第 40 条の 9第 2 項に基づく通知書 

 

 

 令和７年３月 25日付の「派遣通知書」（派遣先への通知）により、貴社から通知された派遣労働

者○○○○は、当社を離職したものであり、派遣受入れ開始日において、当該離職の日から起算し

て、1年を経過していないことを通知します。 
 

離職後１年以内の労働者の派遣受入禁止に該当する場合の派遣元への通知 


